
 

平成１７年度当初予算 施策別概要 
 
 

                   65001 計画的な財政運営        （総務局） 

        65002  税収の確保           （総務局） 

   （主担当部局：総務局）     65003  公正で正確・適正な会計事務の確保（出納局） 

                   65004  最適な資産管理と職場環境づくり （総務局） 

 

＜施策の目的＞ 

（対象）県財政の運営が 

（意図）「県民しあわせプラン」を実現し、県民が満足する県行政サービスを持続的に提供でき   

    るよう、健全な財政運営をしている 

 

＜施策の数値目標＞ 

目 標 項 目  Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 

目標値  △０．１３８ △０．１３５ △０．１３１ 
財政弾力度（） 

実績（見込み）値 △０．１１６    

※ ２００４年度から、経常収支比率（財政構造の弾力性を判断する指標）を一般的に警戒ライ 

 ンとされる数値（０．８）で除した数値を１から減じた数値が、健全な財政運営がなされてい 

 るかを判断する目標値としています。 

 

＜平成１７年度に残った課題＞ 

① 厳しい財政状況において、「県民しあわせプラン」の実現に向け、重点プログラムをはじめ 

 とした戦略計画に定める施策を着実に推進することが必要です。 

② 市町村との協働、連携を一層進めることにより、滞納額を縮減するとともに、税に対する県 

 民の理解を促進する必要があります。 

③ IT 化の進展に伴う会計事務の合理化及び迅速化とともに、変動の激しい金融環境、ペイオフ

等に対応した的確な公金の運用・管理が求められています。 

④ 県民、職員の安心・安全を確保する庁舎等県有施設のあり方を検討するとともに、県有財産 

 の有効的な利活用を進める必要があります。 

 

＜平成１７年度の施策の取組方向＞ 

① 歳入・歳出全般にわたる徹底した見直しを行っていくとともに、厳しい優先度判定を行いな 

 がら、選択と集中をより一層進めることにより、限られた財源で最大の効果を得られるように 

 していきます。また、財政情報を積極的に提供し、透明性があり持続可能で、健全な財政運営 

 を進めます。 

② 徹底した課税調査や積極的な滞納整理を実施することにより、滞納額を縮減するとともに、 

税に対する県民の理解を促進します。また、「三重地方税管理回収機構」の取組みを支援し、

市町村及び関係機関との協働、連携を進め、納税秩序の確立と県民が自主申告、自主納税する

社会の実現を目指します。 

③ 適正な会計事務の執行を確保するとともに、利便性の向上と効率化を図るため、更に一層会 

 計事務の IT 化に取り組みます。また、歳計現金、基金について安全、確実かつ効率的な運用・ 

 管理を行います。 

６５０ 長期的展望に立った財政 

    運営 



 

④ 庁舎等県有施設の耐震化、バリアフリー化を検討し、順次実施します。また、全庁的な資産 

 アセスメント調査の結果を基に、県有財産利活用総合計画（仮称）を策定し、県有財産の売却 

 を含む有効的な利活用を進めます。 

 

＜主な事業＞ 

① 税収対策特別事業費【基本事業名：65002税収の確保】 

  当初予算額：⑯ ５，５０６千円 → ⑰ ５，１９７千円 

  事業概要：高額滞納者等に対する差押、公売などの滞納処分をより一層強化するため、県庁

税務政策室「特別徴収機動班」と県税事務所が連携のうえ機動的に滞納整理を実

施し、県税収入の確保を図ります。 

 

② 軽油引取税特別調査事業費【基本事業名：65002税収の確保】 

  当初予算額：⑯ ２０，０６４千円 → ⑰ １７，９３３千円 

  事業概要：悪質な脱税行為であるとともに、大気汚染や土壌汚染等の環境問題の一因となっ

ている不正軽油を撲滅するため、広域的、機動的な調査を実施するなど、不正軽

油対策に取り組みます。 

 
③ 電子調達システム構築費【基本事業名：65003公正で正確・適正な会計事務の確保】 

  当初予算額：⑯ １２４，７０９千円 → ⑰ １０２，６４０千円 

  事業概要：年間約１０万件ある物品見積作業のＩＴ化を実施します。結果、事務の効率化を

図ると同時に、調達情報をインターネットで公開することにより、公正で適正な

会計業務を推進します。 

 
④ 県庁舎等耐震対策事業費【基本事業名：65004最適な資産管理と職場環境づくり】 

  当初予算額：⑯ １０８，６９５千円 → ⑰ １，１０８，２５６千円 

  事業概要：平成１６年度に着工した四日市庁舎の免震工事を継続して実施するとともに、平 

       成１７年度から熊野庁舎の耐震化施工に着手します。また、耐震性が劣ると判定 

       された庁舎については、計画的に耐震化工事を実施していきます。 

 
⑤ ファシリティマネジメント推進事業費【基本事業名：65004最適な資産管理と職場環境づく 

  り】 

  当初予算額：⑯ ３９，８５５千円 → ⑰ ３８，９２７千円 

  事業概要： ファシリティマネジメントを推進し、桑名、上野庁舎のオフィス改善を実施し

ます。また、平成１６年度実施の資産アセスメントの調査結果に基づき、県有財

産利活用総合計画（仮称）を策定し、総合的、効率的な資産管理を図り、資産の

有効的な利活用を進めます。 

 

 


